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第１章 学校施設の長寿命化計画の背景・目的等 

１、背景

恵庭市の学校施設は、約 7 割が建設後 30 年以上を経過しており、適正な教育環境を保持するために
大規模な改修を実施することが急務となっています。厳しい財政状況の中で学校施設を維持していくた
め、長期的な視点をもって、維持管理、更新、長寿命化など計画的に行っていく必要があります。 

２、目的

「恵庭市学校施設長寿命化計画（以下「本計画」という。）」は、上記の背景を踏まえて学校施設を総
合的観点で捉え、長寿命化でき
るものは長寿命化し、適正に改
修・建替えするとともに、教育
環境の質的改善も考慮しなが
ら、これらに要するコストの縮
減と平準化を図ることを目的
として策定します。なお、本計
画は恵庭市公共施設等総合管
理計画（平成 28 年 3 月）に基
づく学校施設の個別施設計画
として位置づけ、具体的な管理
計画を定めます。 

図１ 計画の位置付け

３、計画期間

上位計画である「恵庭市公共施設等総合管理計画」に合わせて、令和 2 年度から令和 27 年度までを
計画期間とします。 

４、対象施設

小学校 8校、中学校 5校の計 13校とします。 

第２章 学校施設の目指すべき姿 
恵庭市では、学校教育環境整備方針において、学校施設整備について以下のとおり定められています。 

表１ 学校施設整備の考え方（恵庭市学校教育基本方針 平成２４年４月 学校施設環境整備方針より） 

学校施設整備の考え方（概要） 
・各学校の経過年数及び改修履歴、老朽化等現状を勘案し、計画的に整備します。 

・耐用年数が 60年を経過する施設は、今後の改修コスト、地域の児童生徒数の推移等を勘案し、改築の必要性を検討します。 

・児童生徒数の増加に伴い、良好な教育環境の整備を図る必要が生じた場合、様々な観点から新築・増築について検討を行います。 

・トイレ改修及び屋根改修など緊急を要する教育環境整備について、計画的に実施します。 
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また、「学校施設整備基本構想の在り方について（学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議）」
において、学校施設の目指すべき姿が示されており、これらの観点を踏まえた施設整備を目指します。 

表２ 学校施設の目指すべき姿（平成 25年 3月 学校施設整備基本構想の在り方について より抜粋） 
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第３章 学校施設の実態 

１、学校施設の運営状況・活用状況等の実態

（１）対象施設一覧 
本市には、小学校８校、中学校 5 校の合計 13 校の学校施設があります。小学校全体の延床面積は

46,253 ㎡、中学校全体は 33,060 ㎡となり、小・中学校合わせた延床面積は 79,313 ㎡となります。小学
校の 1校当たり延床面積は、松恵小学校 2,075 ㎡～和光小学校 7,580 ㎡、中学校の 1校当たり延床面積
は、恵北中学校 5,289 ㎡～恵明中学校 8,068 ㎡となっています。 

表 3 対象施設一覧表 

- 3 -



（２）児童生徒数及び学級数の変化 
市全体の児童数は

昭和 58年度、生徒数
は昭和62年度をピー
クに減少傾向にあ
り、住宅地整備など
により特定の地区に
おいて一時的な増加
は見られますが、減
少していくものと想
定されます。 

図２ 児童生徒数の推移 

（３）学校施設の保有量 
計画対象の小中学

校は、現在築 30年以
上が 69％であり、10
年後には 84%となり
ます。令和元年度に
おいて、最も古い恵
庭小学校北校舎にお
いて長寿命化改良を
行っており、その他
建物においても長寿
命化による対応の可
能性を検討する必要
があると考えられま
す。 

図３ 築年別整備状況 

- 4 -



（４）今後の維持・更新コスト（従来型） 
40 年から 50 年で建替える従来の修繕・改修を今後も続けた場合、今後 40 年間のコストは 370 億円

（年間 9.2 億円）かかります。直近 5 年間の投資的経費、年間 5.2 億円と比較し 1.8 倍となり、また、
令和 2～11 年度の 10 年間では、建替えが集中するため、過去の施設関連経費の 2.7 倍、年間 13.9 億円
のコストがかかります。従来の建替え中心の整備を継続することは不可能といえ、建物を将来にわたっ
て長く使い続けるため、耐用年数を延ばすための長寿命化改良等を検討し、建物にかかる費用のコスト
縮減と支出の平準化を図る必要があります。 

図４ 今後の維持・更新コスト（従来型（建替優先）） 
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２、学校施設の老朽化状況の実態

（１）構造躯体の健全性の評価及び構造躯体以外の劣化状況等の評価 
現地調査等に基づき、学校施設の劣化状況評価を以下のとおり整理しました。 

表４ 学校施設の劣化状況評価 
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図５ 評価基準 

（２）今後の維持・更新コストの把握（長寿命化型） 
建替え中心から改修による長寿命化に切り替えていくためには、計画的に機能回復、機能向上に向け

た修繕・改修を建物全体でまとめて実施する必要があります。長寿命化により 80 年に建物を長寿命化
した場合、今後 40 年間の維持・更新コストは総額 354 億円（年間 9 億円）であり、従来の建替え中心
の場合の 370 億円（年間 9.2 億円）より総額 16億円（年間 0.2 億円）の縮減となります。 
ただし、過去 5 年間の投資的経費である年間 5.2 億円に対し、令和 2～11 年度の 10 年間においてもま
だ 2.2 倍のコストがかかる試算となっております。 

図６ 今後の維持・更新コスト（長寿命化型） 
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第４章 学校施設整備の基本的な方針等 

１、改修等の基本的な方針

（１）長寿命化の方針 
老朽化した学校施設については、これまで鉄筋コンクリート造の法定耐用年数 60 年を目途に改築の

必要性を検討してきまし
たが、改築には多大な費用
が発生するため、更新時期
が集中する中で全ての学
校施設を改築することは、
財政的に困難であります。
文部科学省では図６のと
おり、建築後 40～50 年程
度経過した施設について、
長寿命化改修による整備
を推進し、予防保全を行い
ながら建築後 70～80 年程
度、施設の状態によって
は、それ以上の使用を推奨
しております。 
本市においても、必要な

点検、維持管理、修繕等を
行いながら、一定年数が経
過した建物においては、構
造躯体の状況を踏まえつ
つ、長寿命化改修を行うこ
とにより可能な限り長期
的に利用することとしま
す。                 

図７ 長寿命化への転換イメージ 

（２）目標使用年数、改修周期の設定 
目標使用年数 大規模改修の周期 長寿命化改修の周期 

校舎 80 年以上 20～25 年 40～50年 

体育館（講堂） 80 年以上 20～25 年 40～50年 

表５ 目標使用年数、改修周期 
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第５章 基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 

１、改修等の整備水準

長寿命化改修を実施するにあたり、財源として、文部科学省「学校施設環境改善交付金」の内、長寿
命化改良事業の交付を受け実施していくことから、交付要件である以下内容を実施するとともに、施設
ごとに現況に応じた改修を実施していくこととします。 

表６ 長寿命化改修整備基準 

（１）必ず実施する工事 

    鉄筋コンクリート造の場合は、以下のａ～ｃのうちいずれか一つ以上の工事 

     ａ コンクリートの中性化対策（防水性の高い外装材の採用等） 

     ｂ 鉄筋の腐食対策 

     ｃ 鉄筋のかぶり厚さの確保 

    鉄骨造の場合は、以下のａ、ｂのうちいずれかの工事 

     ａ 鉄骨の腐食対策 

     ｂ 接合部の破損の補修 

 （２）原則として実施する工事 

    工事を要しない特別な理由がない限り、原則として以下の工事を実施する。 

     ・耐久性に優れた材料等への取り替え（劣化の強い塗装・防水材等の使用） 

     ・維持管理や設備更新の容易性の確保（配管、配線更新（露出化）等） 

     ・少人数指導など多様な学習内容・学習形態による活動が可能となる環境提供 

     ・省エネルギー対策（照明ＬＥＤ化、断熱、二重サッシ、日射遮蔽等） 

 （３）その他実施予定の工事 

    交付要件ではないが、現況に応じて以下工事の実施を検討する。 

     ・内部仕上げ（床、壁、天井、建具、家具等）の更新 

     ・教育環境整備（網戸設置） 

     ・トイレ改修（機器更新、コーティング処理等） 

     ・バリアフリー化（多目的トイレ設置、エレベーター設置等） 

     ・非構造部材耐震化（飛散防止フィルム、落下防止対策） 

     ・外構改修（フェンス、グラウンド、樹木整備等） 
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第６章 長寿命化の計画 

１、改修等の見通し 

長寿命化改修の見通しについては、第 3章で算定した施設の劣化状況評価を基本として、竣工年度や
大規模な改修工事の実施状況、改修の効率性等を総合的に勘案して計画します。なお、若草小学校校舎、
和光小学校校舎、恵庭中学校校舎（特別教室棟を除く）・体育館、恵明中学校校舎については既に全面的
な改修等を行っているため、個別改修等により延命化を図りながら、将来的な改築を検討することとし
ます。これまでの改修実績を踏まえ、長寿命化改修の実施見通しを定めます。 

表７ 長寿命化改修の実施見通し 
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２、長寿命化改修のコストの見通し、長寿命化の効果 

長寿命化改修の実施見通しに基づき今後 40 年間のコストを試算すると年間 8 億円となり、従来の建
替え中心の場合の年間 9.2 億円より約 13％の縮減、また、長寿命化型試算の年間 9 億円より約 11％の
縮減となります。 

図８ 今後の維持・更新コスト（実施見通し） 

長寿命化を図ることで、コストを一定程度縮減することは可能となりますが、一方で、長寿命化だけ
では改築時期の集中を避けることは出来ず、コストの平準化を行うことは困難であります。そこで、財
政負担を平準化するため、長寿命化を図りつつ、一部改築の開始時期を前倒すこととして試算を行いま
した。 
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今後 40 年間のコストを試算すると年間 7 億円となり、従来の建替え中心の場合の年間 9.2 億円より
約 23％の縮減、また、長寿命化型試算の年間 9億円より約 22％の縮減となります。 

図９ 今後の維持・更新コスト（改築一部前倒し） 

表８ 今後の維持・更新コスト比較表 
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長寿命化と改築開始時期の前倒しにより、一定のコスト削減、平準化が図られますが、将来費用の増
大は避けられない状況にあります。 
児童生徒数が減少する中で施設の維持・更新費用が増加するという矛盾を抱えており、施設保有の在

り方、維持・更新コストの削減及び財源確保は大きな課題となります。個々の学校施設の長寿命化だけ
では限界があることから、財政制約ラインとコストの乖離を埋めていくため、学校施設の適正配置によ
る統廃合や小中一貫校の検討及び改築時における必要規模の精査、既存施設の規模縮小（減築）並びに
学校区の調整など、施設面・運用面・活用面等に及ぶ多面的な視点に基づく総合的な取り組みを進めて
いく必要があります。 

第７章 長寿命化計画の継続的運用方針 
本計画は、「恵庭市公共施設等総合管理計画」や「恵庭市学校教育基本方針」を踏まえたものであり、

今後の学校施設の長寿命化改修や整備等の優先順位を設定するものであります。 
本計画策定の際に取りまとめた点検・評価結果をベースに、建築基準法で定められた定期調査・定期

報告結果や各施設の過去の改修・修繕履歴を蓄積し、学校施設に関する情報を一元管理、共有するとと
もに、継続的に運用していくために、教育委員会を中心に、関係部局等と連携し、取り組んでいくもの
とします。 
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